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（居宅介護支援所 夢巡ぷらん） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 重 要 事 項 説 明 書  （指定居宅介護支援） 
 

 

 

１ 事業者 

事業者の名称 居宅介護支援事業所 夢巡ぷらん 

事業者の所在地 徳島県小松島市田野町字高田53-3 

法人種別 合資会社 

代表者名 近久 一也 

電話番号 TEL 0885-32-7789  FAX 0885-35-2180 

指定年月日及び 

指定番号 

平成１７年１１月１日 

第３６７０３００２７０号 

 

２ 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

合資会社 夢巡産業が開設する居宅介護支援事業所 夢巡ぷらん（以下「事

業所」という）が行う指定居宅介護支援・指定介護予防支援の事業（以下

「事業」という）において適切な運営を確保するために人員及び管理運営

に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が要支援・要介護状態にあ

る高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とする。 

 

運 営 の 方 針 

１ 事業所は、ご利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、そのご利用者が可能な限りその居宅において有する能力に応じ自立

した日常生活を営むことができるようご利用者の立場にたった援助を

行うものとする。 

 

２  事業の実施にあたっては、ご利用者の意思及び人格を尊重し、ご利

用者の選択に基づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様

な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう公正中立な立場で

サービスを調整する。 

 

３  事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村、地

域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援

事業者、指定居宅サービス事業者等、介護保険施設、医療機関、住民に

よる自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組

みを行う者等 と密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

 

４  居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に対し

て、個別サービス計画の提出を求め、居宅サービス計画との連動性や整

合性についての確認を行い、意識の共有を図る。 

 

５ 地域ケア会議において個別のケアマネジメントの事例の提供の求め

があった場合にはこれに協力するよう努める。 

 

６ 法定研修における実習受入事業所となるなど人材育成への協力体制

を確保する。 

 



 

 

７  複数の指定居宅サービス事業者を紹介し、ご利用者の求めに応じて

居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定

理由の説明を行うものとする。 

８ ご利用者がこれまで障害福祉サービスを利用してきた場合は、特定

相談支援事業者と連携を通りサービスの継続に支障がないように努め

る。 

 

 

 

３ 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

４ 事業所の職員体制 

管理者 井内 智也 

 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管
理
者 

1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握そ

の他の管理を一元的に行います。 

2 従業者に法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行い

ます。 

常勤１名 

介
護
支
援

専
門
員 

居宅介護支援業務を行います。 
１名以上（うち１

名以上は常勤） 

事
務
職
員 

居宅介護支援事業の業務の事務 

 

１名 

 

５ 居宅介護支援の内容及び利用料等について 

居宅介護支援の内容 提供方法 介護保険適用有無 
利用料・利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

① 居宅サービス計画

の作成  

別紙 1に掲げる 

「居宅介護支援

業務の実施方法

等について」を

参照下さい。 

左の①～⑦の内容

は、居宅介護支援の

一連業務として、介

護保険の対象となる

ものです。 

介護保険適用となる場合、利

用者負担はありません。 

（全額介護保険により負担

されます。） 
② 居宅サービス事業

者との連絡調整  
③ サービス実施状況

把握、評価  

④ 利用者状況の把握  

営 業 日 

月曜日から金曜日までとする。但し、国民の祝日、８月１２日から８月

１５日、１２月３０日から１月３日を除く。 

 

営 業 時 間 

午 前 ９ 時 ０ ０ 分 か ら 午 後 ６ 時 ０ ０ 分 ま で と す る 。             

なお、電話等により常時連絡が可能な体制とする。 

 



 

 

⑤ 給付管理  

⑥ 要介護認定申請に

対する協力、援助  
⑦ 相談業務  

 

６ 居宅介護支援業務の実施方法等について 

 

1 居宅介護支援業務の実施 

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成関する業務を担当させるもの

とします。 

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

③ 指定居宅介護支援の利用の開始に際し、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求めることができ、また居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス事業者

等の選定理由の説明を求めることができます。 

④ 指定居宅介護支援の利用の開始に際し、前６月間に作成した居宅サービス計画の総数のうち

に訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合について利用者又はそ

の家族に対し説明を行い、理解を得られるよう努めます。 

⑤ 指定居宅介護支援の利用の開始に際し、前６月間に作成した居宅サービス計画に位置付けた

訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービ

ス事業者によって提供されたものが占める割合について利用者又はその家族に対し説明を

行い、理解を得られるよう努めます。 

⑥ 居宅介護支援の提供に当たっては、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。

身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録します。 

 

2 居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、

立場の十分な理解と課題の把握に努めます。 

イ 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業

者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。 

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に

偏るような誘導または指示を行いません。 

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提

供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を

希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。 



 

 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利

用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基

づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認し、同意を得られた場合、

利用者、その家族及び居宅サービス計画に位置付けされた居宅サービス事業者に居宅

サービス計画を交付します。（居宅サービス計画の変更・更新時も含みます。） 

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、

事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

④ 居宅サービス計画の新規作成や変更時、要介護認定の更新や区分変更時に、サービス担当者

会議の開催等を行います。 

 

3 サービス実施状況の把握、評価について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把

握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定

居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するとと

もに一月に一回、モニタリングの結果を記録します。 

③ ②による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行います。ただし、次のいずれにも

該当する場合であって、少なくとも 2月に 1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する

ときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に

面接することができます。 

⑴ テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得て

いること。 

⑵ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主事の医師、担当者その他の

関係者の合意を得ていること。 

・利用者の心身の状況が安定していること。 

・利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

・介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報

について、担当者から提供を受けること。 

④ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態

を定期的に評価します。 

⑤ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、

または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介

護保険施設に関する情報を提供します。 

 

4 居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の

変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、

この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 



 

 

 

5 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保

険団体連合会に提出します。 

 

6 要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変

更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行

います。 

 

7 居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成

が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意を

もって応じます。 

 

 

７ その他の費用について 

① 交通費 
利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、運営規程の定めに

基づき、交通費の実費を請求いたします。 

 

８ 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要介護認定有効期間中、少なくとも１月に１回 

※ ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂

行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は利用者の

居宅を訪問することがあります。 

 

９ 居宅介護支援の提供にあたって 

 

（1） 居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の

住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請

が行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利

用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30日前にはなされるよう、必要な援

助を行うものとします。 

 

 

 



 

 

１０ 虐待防止のための取り組みについて 

 

  事業者は、利用者等の人権の擁護、虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置

を講じています。 

(1) 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果については介護支

援専門員に周知します。 

(2) 虐待の防止のための指針を整備しています。 

(3) 介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施しています。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を定めています。 

 

１１ 秘密の保持と個人情報の保護について 

 

① 利用者及びその家族に関する秘

密の保持について  

① 事業者は、利用者及びその家族の個人情報について

「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が

策定した「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適

切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」と

いう。）は、サービス提供をする上で知り得た利用者

又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏

らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契

約が終了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者及びそ

の家族の秘密を保持させるため、従業者である期間

及び従業者でなくなった後においても、その秘密を

保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とし

ます。  

② 個人情報の保護について  

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議等において、利用者の個人情報

を用いません。また、利用者の家族の個人情報につ

いても、利用者の家族から予め文書で同意を得ない

限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人

情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が

含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録を

含む。）については、善良な管理者の注意をもって管

理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止する

ものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに

応じてその内容を開示することとし、開示の結果、

情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、

遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲

内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写

料などが必要な場合は利用者の負担となります。)  
 

 



 

 

 

１２ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の

家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。 

 

【家族等緊急連絡先】 

氏  名             続柄 

住  所 

電 話 番 号 

携 帯 電 話 

勤 務 先 

 

１３ 身分証携行義務 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から

提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

 

１４ 記録の整備 

  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する記録を整備

し、完結の日から５年間保存します。 

 

 

１５ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定居宅介護支援に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付け

るための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

  

     

(2) 苦情申立の窓口 

【当社お客様相談の窓口】 

（事業者の担当・TEL.FAX） 

担当者 

電話番号 0885-32-7789 

ﾌｧｯｸｽ番号 0885-35-2180 

受付時間 9:00～18:00 

徳島県国民健康保険団体連合会 

担当 介護保険課 

電話番号 088-666-0117 

徳島県川内町平石若松 78-1 

【保険者】 

小松島市 

担当 介護福祉課 

電話番号 0885-32-3507 



 

 

 

１６ 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

   〇直近での専門評価による第三者評価の実施はありません。 

 

１７ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

上記内容について利用者に説明を行いました。 

 

事

業

者 

所 在 地 
徳島県小松島市田野町字高田 53-3 

法 人 名 
合資会社 夢巡産業 

代 表 者 名 近久 一也 

事 業 所 名 
居宅介護支援事業所 夢巡ぷらん 

説明者氏名   

 

 上記内容の説明を事業者から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受

けました。 

 

利用者 
住 所 

 

氏 名  

 

代理人 
住 所 

 

氏 名  

 

利用者の 

ご家族 

住 所 
 

氏 名  

続柄  

 


